





















（第 1 条）ものとして制定された。その後，1996 年の政令指定業務の大幅解禁，1999 年のネガティ
ブリスト方式による自由化業務＝臨時的一時的派遣（1 年の期間制限）の解禁，2004 年の期間制限
緩和（例外として最長 3 年まで可）と製造業務の解禁，2012 年の日雇い派遣の原則禁止など労働


























































































































の保護等に関する法律」と変更し，また，目的規定である 1 条や 3 章のタイトルも「派遣労働者の
保護等」として労働者保護法であることを明確にした。
（３）　衆議院「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等の一部を改正

































（４）　伊予銀行・いよぎんスタッフサービス事件・高松高裁平成 18 年 5 月 18 日労働判例 921 号 33 頁。「労働者派遣
の法律関係は，派遣元が派遣労働者と結んだ雇用契約に基づく雇用関係を維持したままで，派遣労働者の同意・承
諾の下に派遣先の指揮命令下で労務給付をさせるものであり，派遣労働者は派遣先とは雇用関係を持たないもので









れば，同法は ILO181 号条約に違反するとして，憲章 24 条に基づく申立を行った。そして，条約
の要請を充足させるには，①登録型派遣の原則禁止，②登録型派遣を容認する場合には，解雇・契
約更新拒否にかかわらず打ち切りの理由を制限すべきこと，③派遣元の労働者に対して直接雇用の
労働者と同一の権利を保障しなければならないとした。これに対し，ILO は 2012 年 3 月，「ILO181
号条約違反申立に関する日本政府への勧告」を示した。勧告は前記①ないし③についての具体的な











の条約の対象とし（1 条 1 項（b）），5 条 1 項で，「加盟国は，労働者が雇用されること及び個々の業務に就くこと
についての機会及び待遇の均等を促進するため，民間職業仲介事業所が人種，皮膚の色，性，宗教，政治的意見，
国民的系統若しくは社会的出身による差別又は年齢，障害等国内法及び国内慣行の対象とされている他の形態によ






























































































































































































































































































































































































（１７）　第 189 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 23 号 25 頁（平 27.8.4）。
（１８）　「様々な雇用形態にある者を含む労働者全体の意見集約のための集団的労使関係法制に関する研究会報告書



































（１９）　派遣先は同一の業務について原則 1 年の受け入れ期間を最長 3 年まで延長するときには過半数労働組合等か
らの意見聴取が必要とされていた（改正前の 40 条の 2 第 4 項）。
（２０）　「労働者派遣の実態に関するアンケート調査（派遣先調査）」（平成 24 年 12 月実施厚生労働省）。
（２１）　第 189 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 27 号 17 頁（平 27.8.20）。
（２２）　国会審議でも同様の指摘が行われている（第 189 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 32 号 10頁（平 27.9.3）。
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務づけたとされている（２３）。個人単位の期間制限を最長 3 年とした根拠は，正社員の異動サイクルが




























（２３）　第 189 回国会参議院本会議録第 31 号 9 頁（平 27.7.8）。
（２４）　第 189 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 23 号 19 頁（平 27.8.4）。これに対し，派遣労働者については「平
成 24 年派遣労働者実態調査の概況」（平成 25 年 9 月 5 日厚生労働省）によると，通算派遣期間が 3 年を超えて働
く者は 23.2％，1 年以下の者は 45.2％である。
（２５）　もともとフリーライドを許容する登録型派遣については，派遣労働者に対する教育訓練の費用対効果に乏し
く市場原理に任せるだけでは徹底されないことが指摘されてきたが，労働相談から把握できる状況は措置について















て，無期雇用派遣労働者との待遇格差について労働契約法 20 条の適用可能性（同図の＊ 4）や，














































































由とする差別待遇の禁止，派遣先・派遣元に対する ILO181 号条約 5 条・11 条の責任の明確化と履
行の確保が焦眉の課題となる。派遣労働者の雇用安定化，待遇格差の解消と権利の確保に資する制
度の確立が期待される。
 （なかの・まみ　弁護士，NPO 派遣労働ネットワーク理事長，日本労働弁護団常任幹事）　
